
普通会計財務諸表 

 

【貸借対照表】 

 自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような

財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表で、資産合計額と負債・純

資産合計額が一致します。 
 

【行政コスト計算書】 

 ４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった

資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られ

た財源を対比させた財務書類です。 
 

【純資産変動計算書】 

 貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したかを表してい

る計算書です。純資産の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代

が負担してきた部分が増えたのか減ったのかがわかることになります。 
 

【資金収支計算書】 

 歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）に分けて表示した財務書

類です。３つの区分とは、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」及び「投資・財務的収支

の部」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政書類の作成基準  

・作成モデル 「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示された「総務省方式改訂モデル」 

・対象会計の範囲 普通会計（一般会計・診療所特別会計） 

・作成基準日 貸借対照表：平成２８年３月３１日現在 

         行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書 

：平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの期間 

          （出納整理期間の収支については、基準日までに処理されたものとします） 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 28,878,528

①生活インフラ・国土保全 41,704,385 (2) 長期未払金

②教育 30,117,173 ①物件の購入等

③福祉 3,237,779 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 8,006,842 ③その他

⑤産業振興 15,781,834 長期未払金計 0

⑥消防 1,410,557 (3) 退職手当引当金 4,340,383

⑦総務 13,568,069 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 113,826,639 固定負債合計 33,218,911

(2) 売却可能資産 1,531,064

公共資産合計 115,357,703 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 3,654,380

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 2,146,548 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 40,071 (5) 賞与引当金 201,126

投資及び出資金計 2,106,477 流動負債合計 3,855,506

(2) 貸付金 86,360

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 37,074,417

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 3,325,346

③土地開発基金 249,930 [純資産の部]

④その他定額運用基金 34,982 １　公共資産等整備国県補助金等 20,132,440

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 3,610,258 ２　公共資産等整備一般財源等 79,805,896

(4) 長期延滞債権 177,125

(5) 回収不能見込額 △ 23,028 ３　その他一般財源等 △ 7,273,147

投資等合計 5,957,192

４　資産評価差額 865,799

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 93,530,988

①財政調整基金 7,135,936

②減債基金 4,360

③歳計現金 2,115,457

現金預金計 9,255,753

(2) 未収金

①地方税 44,684

②その他 5,885

③回収不能見込額 △ 15,812

未収金計 34,757

流動資産合計 9,290,510

資　　産　　合　　計 130,605,405 負 債 ・ 純 資 産 合 計 130,605,405

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち25,437,544千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 53,488,453 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 32,532,908 千円 32,532,908 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 40,407 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 16,573,427 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 4,340,383 千円 4,340,383 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 1,328 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 45,344,260 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 9,768,657 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,974,974 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 33,600,629 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 8,144,193 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は13,761,622千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は121,879,588千円です。

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

40,407

16,573,427

0

1,328

10,337,391

1,878,509

0

0

156,831

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

11,991

1,194,096

10,337,391

2,055,490

2,151,980

6,129,921

0

4,042,163

113,132

380,693

284,587

4,310,729

貸借対照表
(平成28年3月31日現在)
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行政コスト計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 3,240,504 15.9% 206,260 510,992 426,823 209,796 210,819 441,472 1,075,846 158,496 0

（２）退職手当引当金繰入等 214,687 1.1% 16,013 31,839 37,385 16,350 17,505 38,194 54,964 2,437 0

１ （３）賞与引当金繰入額 201,126 1.0% 11,607 31,605 27,112 12,057 13,124 28,124 67,405 10,092 0

小　　計 3,656,317 18.0% 233,880 574,436 491,320 238,203 241,448 507,790 1,198,215 171,025 0

（１）物件費 2,897,834 14.2% 118,233 811,159 203,826 691,208 147,867 93,959 821,000 10,582 0

（２）維持補修費 298,378 1.5% 231,418 13,801 6,440 7,867 22,708 2,078 14,066 0

（３）減価償却費 5,052,483 24.8% 1,338,964 880,729 265,413 552,285 1,234,224 138,488 642,380

小　　計 8,248,695 40.5% 1,688,615 1,705,689 475,679 1,251,360 1,404,799 234,525 1,477,446 10,582 0

（１）社会保障給付 2,303,819 11.3% 19,128 2,186,597 98,094

（２）補助金等 1,921,432 9.4% 21,934 662,365 201,932 42,763 497,538 50,119 437,948 6,833 0

３ （３）他会計等への支出額 3,586,022 17.6% 988,911 0 1,889,182 546,947 160,982 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

235,222 1.2% 89,435 906 11,359 400 127,844 0 5,278 0

小　　計 8,046,495 39.5% 1,100,280 682,399 4,289,070 688,204 786,364 50,119 443,226 6,833 0

（１）支払利息 328,333 1.6% 328,333

（２）回収不能見込計上額 89,252 0.4% 89,252

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 417,585 2.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 328,333 89,252 0

20,369,092 3,022,775 2,962,524 5,256,069 2,177,767 2,432,611 792,434 3,118,887 188,440 328,333 89,252 0

（　構　成　比　率　） 14.8% 14.5% 25.8% 10.7% 11.9% 3.9% 15.3% 0.9% 1.6% 0.4% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 313,789 33,332 17,748 93,279 91,907 1,496 488 20,068 0 0 0 55,471

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 96,490 0 1,404 28,045 3,543 12,067 0 49,285 0 0 0 2,146

410,279 33,332 19,152 121,324 95,450 13,563 488 69,353 0 0 0 57,617

ｄ／ａ 2.01% 1.1% 0.6% 2.3% 4.4% 0.6% 0.1% 2.2% 0.0% 0.0% 0.0%

19,958,813 2,989,443 2,943,372 5,134,745 2,082,317 2,419,048 791,946 3,049,534 188,440 328,333 89,252 0 △ 57,617

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 92,716,472 20,766,626 79,309,857 △ 8,226,664 866,653

純経常行政コスト △ 19,958,813 △ 19,958,813

一般財源

地方税 3,445,261 3,445,261

地方交付税 13,028,483 13,028,483

その他行政コスト充当財源 1,352,761 1,352,761

補助金等受入 2,935,433 539,980 2,395,453

臨時損益

災害復旧事業費 △ 9,757 △ 9,757

公共資産除売却損益 27,198 27,198

投資損失 △ 6,049 △ 6,049

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,204,049 △ 1,204,049

公共資産処分による財源増 0 △ 70 0 70

貸付金・出資金等への財源投入 410,922 △ 410,922

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 55,438 △ 242,124 298,486 △ 924

減価償却による財源増 △ 1,118,728 △ 3,933,755 5,052,483 0

地方債償還等に伴う財源振替 3,057,017 △ 3,057,017

資産評価替えによる変動額 △ 0 △ 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 93,530,988 20,132,440 79,805,896 △ 7,273,147 865,799

純資産変動計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成27年度における一時借入金の借入限度額は4,010,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は1,940千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

※3 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

4,298,701

0

304,645

1,810,812

682,754

1,903,262

2,115,457

24,858,854

3,382,838

0

24,554,209

7,920

0

27,198

135,748

244,682

△ 6,379,201

1,533,956

3,972,882

5,848

6,623,883

22,637

51,179

0

△ 1,312,681

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

48,720

1,062,458

19

4,331,007

520,639

2,374,900

109,206

13,581

3,018,326

21,595,846

7,996,527

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
4,024,808

235,222

70,977

291,347

45,063

178,634

1,007,938

105,091

1,098,459

1,981,089

308,135

13,599,319

3,448,674

13,028,483

2,392,157

2,303,819

1,921,432

328,333

資金収支計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
3,858,677

2,897,834


